
2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 300日 299日 303日 306日 304日 304日 300日 300日

2 0日 0日 0日 0日 1日 0日 0日 0日

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 じん芥焼却場整備事業 事業番号 10109

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民、事業所など可燃ごみの排出者

対象者の今後の予想 微減

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

じん芥焼却場の適正な管理運営、可燃ごみの適正な処理、施設見学等の環境教育の推進など

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

ごみの最終処分量の減量化を図るため、可燃ごみを適正に処理する。また、小中学生の施設見学
等で、ごみ処理の工程や減量化の必要性を説明し環境教育を推進する。

３　事務事業の現状

実績値

施設の稼働日数

施設の臨時閉鎖日数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

233,931 233,717 158,620

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 149,900 149,900 149,900

一般財源 84,031 83,817 8,720

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 235,239 235,025 159,928

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 774 773

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

他に可燃ごみを処理する施設がないため。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか ごみ処理手数料の受益者負担について、検討する必要がある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
じん芥焼却場の整備については、平成30年12月に新築する方針を打ち出し、令和2年度に新廃棄物
処理施設についての基本構想業務を委託発注したところである。新施設稼働までは現施設を維持し
なければならず、可能な限り維持補修費を抑制するよう検討しなければならない。

今後の動向・市民ニーズなど ごみ処理施設は市民生活に直結しており必要不可欠な施設である。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

法令上、一般廃棄物は市町村に処理責任がある。ただし、業務を委託することも可能となっており、
ごみの収集運搬業務やごみ処理施設の運転管理業務等については民間委託している。また、受入
困難物を指定することにより、受入困難物については民間業者により処理されている。

□ある　　□一部ある　　■ない

可燃ごみの適正処理に結びついている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　■検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

じん芥焼却場については新築することとなったが、新施設稼働までは維持しなければならず、今後も
継続して維持補修を行う必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

年次計画により最低限の維持補修を実施しているが、老朽化が著しくない年多くの補修個所が発生
しており、維持補修費の抑制は困難である。

□ある　　□一部ある　　■ない



2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 68団体 68団体 65団体 68団体 68団体

2 1件 1件 1件 5件 15件

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 ごみ減量化・資源化対策事業 事業番号 10488

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民、町内会等各種団体

対象者の今後の予想 微減

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

・ごみ減量化のため、町内会等各種団体が実施する資源回収に対し実績に応じ奨励金を交付する。
・生ごみの減量化のため家庭用コンポスト購入費用の一部助成。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

・資源回収や生ごみの減量化により、ごみ減量に対する意識を啓発し、ごみ処理施設の延命化を図
るとともに３Ｒを推進する。
・コンポストの普及により生ごみの減量化が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

資源回収奨励金交付団体数

コンポスト購入費用助成件数（累計）

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

1,538 1,208 1,538

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 1,538 1,208 1,538

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,153 1,823 2,153

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 33 28

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 2,153 1,823



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

循環型社会形成推進事業との統合が考えられる。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 事業の内容が受益者負担を求めるものではないため。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 資源回収奨励金やコンポスト購入費用助成についての要望がないため。

今後の動向・市民ニーズなど
・資源回収団体奨励金については、町内会等の活動に対する重要な財源となっており、毎年60を超
える町内会等からの申請がある。
・コンポスト購入費用の助成については、件数は少ないが毎年申請がある。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

市の政策として実施している独自事業のため。

□ある　　■一部ある　　□ない

ごみの資源化量及び生ごみの減量化に結びついている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

コンポスト助成について、普及率が伸び悩んでおり、制度の見直しが必要と考える。

□ある　　□一部ある　　■ない

資源回収奨励金やコンポスト購入費用助成についての要望がないため。

■ある　　□一部ある　　□ない



2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 3炉 3炉 3炉 3炉 3炉 3炉 3炉 3炉

2 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉

3 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉 1炉

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 墓地蒼香苑整備事業 事業番号 11385

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民

対象者の今後の予想 現状維持

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

蒼香苑の適正な維持管理

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

火葬業務を円滑に遂行するため、設備を計画的に整備する。

３　事務事業の現状

実績値

正常稼働する火葬炉数

正常稼働する動物炉数

正常稼働する胞衣炉数

R1予算 R1決算 R2予算

20,302 19,030 19,622

国道支出金

地方債

その他 20,300 19,600

一般財源 2 19,030 22

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 20,917 19,645 20,237

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 6,972 6,548

単位コスト実績値　３（＝総事業費÷成果実績値） 20,917 19,645

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 20,917 19,645

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳



カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 平成１３年度以降使用料の見直しを行っておらず、近年の燃料費等の高騰や、動物火葬件数の増

加などがあり、適正な受益者負担を検討する必要がある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 計画的な整備を実施しており、火葬業務に支障がないため。

今後の動向・市民ニーズなど
根室市内には他に火葬業務かできる施設がなく、計画的に施設整備を行っており、引き続き施設機
能の適正維持に努めていく。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

計画的な整備の結果、火葬業務が問題なく行われている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

運営を民間業者等に委託することは可能だが、現時点の試算では直営より経費が増加する。

□ある　　□一部ある　　■ない

長期的な計画により、蒼香苑の整備を実施している。

□ある　　□一部ある　　■ない

火葬炉は特許問題などがあり、設置業者でなければ整備ができないため。

□ある　　□一部ある　　■ない

他に火葬業務ができる施設設備がないため。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない



2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 2回 2回 2回 2回 2回

2 2回 2回 2回 2回 2回

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 循環型社会形成推進事業 事業番号 12180

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民

対象者の今後の予想 微減

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ごみの排出抑制や資源化、３Ｒの推進のための計画策定や意識啓発のための広報活動の実施。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

循環型社会を形成するため、ごみに対する市民の意識啓発を図る。

３　事務事業の現状

実績値

広報ねむろ啓発記事の掲載

啓発チラシの発行

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

6,089 5,220 334

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 6,089 5,219 334

一般財源 0 1 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 6,704 5,835 949

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 3,352 2,918

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 3,352 2,918



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

ごみ減量化・資源化対策事業との統合が考えられる。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 広報による意識啓発が目的であり、受益者負担は発生しない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 現在の手法で特段問題がないため。

今後の動向・市民ニーズなど
ごみの排出抑制や資源化、３Ｒの推進のためには市民一人ひとりの意識が重要であり、今後も意識
啓発の広報活動を行っていく。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

循環型社会の形成は全市的な取り組みであるため。

□ある　　□一部ある　　■ない

定期的な広報活動により、循環型社会形成の意識啓発が図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

意識啓発には広報活動が重要と考える。

□ある　　□一部ある　　■ない

広報ねむろを活用することにより、全世帯に低コストで広報活動が可能となっている。

■ある　　□一部ある　　□ない



2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 882人 882人 940人 1,002人 1,003人 1,063人 1,191人 1,491人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 合併処理浄化槽設置補助事業 事業番号 12350

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境施設の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

合併処理浄化槽を設置する世帯

対象者の今後の予想 変更なし

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

５人槽は850千円、６人槽以上は950千円を上限として、設置費用の一部補助を行う。なお、単独浄
化槽から合併処理浄化槽への設置替えは90千円を加算して補助を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与す
る。

３　事務事業の現状

実績値

合併処理浄化槽人口

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

14,406 10,306 16,305

国道支出金 2,235 733 2,235

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 12,171 9,573 14,070

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.20 0.20 0.20

1,539 1,539 1,539

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 15,945 11,845 17,844

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 15.00 11.00

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

公共下水道区域外では、浄化槽整備が最も適している。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 設置経費補助金については上限額を設定しており、既に設置者の一部負担がある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
補助対象地域において、下水道法の規定による公共下水道事業認可を受けた処理区域を除く地域
としていたが、下水道事業認可処理区域内においても補助を希望するニーズがあることから、令和２
年４月より、当分の間、下水道整備が見込まれない地域においても補助対象とした。

今後の動向・市民ニーズなど
下水道事業の整備状況を注視しながら、本制度の積極的な活用について、引き続き市民周知を図
る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

浄化槽設備設置経費の一部補助であるため、民間等が実施することは制度上馴染まない。

□ある　　□一部ある　　■ない

身近な生活環境の快適さと、公共用水域への負荷の減少が、着実に図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

令和２年４月より、下水道事業未整備地域も一部対象としたことから、当面は見直す予定は無い。

□ある　　■一部ある　　□ない

本事業においては、一部国庫支出金による交付金を受けて事業運営しているが、国交付単価が定
額がであり、市費を加算した制度設計としているため、そのニーズ等を把握し、補助金の増減額につ
いて検討の余地はある。

□ある　　□一部ある　　■ない



2-5

H27 H28 H29 H30 R1

1 7件 7件 5件 7件 7件

2 1回 1回 1回 1回 1回

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 市民環境課（環境衛生担当）

事務事業名 ふるさと根室想々事業 事業番号 12614

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 生活環境の充実

施策目標 住みよい環境が保たれた清潔で美しいまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室を離れて暮らしている根室に縁のある方

対象者の今後の予想 現状維持

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ふるさと納税で寄付をいただいた方に、お墓の清掃代行サービスを提供する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

お墓の清掃を代行することにより、お墓を適正に管理することができる。

３　事務事業の現状

実績値

お墓の清掃代行

ふるさと納税関連ホームページ掲載
件数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

98 23 90

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 98 23 90

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 713 638 705

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 143 128

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 713 638



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

類似する事業がないため。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか お墓の清掃代行を根室市高齢者事業団に委託しているが、人件費（賃金）の増により寄付金額の見

直しを検討する必要が出てくることがある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 特段問題がないので、現在の手法を継続し様子を見る。

今後の動向・市民ニーズなど
ふるさと納税のメニューにより、お墓の清掃代行について継続して申し込みされる方もおり、一定程
度の需要はあるものと考える。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

ふるさと納税のメニューとして行う事業であることから、市が実施するものである。

□ある　　□一部ある　　■ない

継続した申し込みがあり、お墓の適正管理に結びついている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　■検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

継続して申し込みされている方もおり、特段問題がないため。

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市高齢者事業団に業務委託することによりコストを抑えるとともに、高齢者の雇用創出に繋がっ
ている。

□ある　　□一部ある　　■ない


